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9-115　相続税の負担の推移（住宅地）（平成12年11月 7 日税制調査会）
相続税の負担の推移（住宅地）

（出所）税制調査会関係資料集。
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・世田谷区成城6丁目
・相続財産は住宅用土地330m2（100坪）
とその他の財産9,521万円（昭和62年分
の税務統計による課税実績から推計）

・相続人は配偶者と子3人（法定相続分で相続）

9-116　相続税の負担の推移（商業地）（平成12年11月 7 日税制調査会）

62年 63年 元年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年
（出所）税制調査会関係資料集。
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・千代田区外神田3丁目
・相続財産は事業用土地200m2とその他の財産
　1億4,871万円（昭和62年分の税務統計による
　課税実績から推計）
・相続人は配偶者と子3人（法定相続分で相続）
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相続税の負担の推移（商業地）
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（参考）大・中・小会社の定義（平成12年 4 月 7 日税制調査会基本問題小委員会）
（参考）大・中・小会社の定義
⑴　従業員が100人以上の会社は、大会社とする。
⑵　従業員が100人未満の会社は、次による。
○　卸　売　業 ○　小売・サービス業

2億円
未満

2億円
以上

25億円
以上

50億円
以上 80億円

以上
6,000万円

未満

6,000万円
以上

6億円
以上

12億円
以上 20億円

以上25億円
未満

50億円
未満

80億円
未満

6億円
未満

12億円
未満

20億円
未満

・ 8,000万円未満
又は10人以下 小会社 ・ 5,000万円未満

　又は10人以下 小会社
・ 8,000万円以上
・ 10人以下を除く

中会社
（Ｌ＝0.60）

・ 5,000万円以上
・ 10人以下を除く

中会社
（Ｌ＝0.60）

・ 7 億円以上
・ 30人以下を除く

中会社
（Ｌ＝0.75）

・ 4 億円以上
・ 30人以下を除く

中会社
（Ｌ＝0.75）

・ 14億円以上
・ 50人以下を除く

中会社
（Ｌ＝0.90）

・ 7 億円以上
・ 50人以下を除く

中会社
（Ｌ＝0.90）

・ 20億円以上
・ 50人以下を除く 大会社 ・ 10億円以上

・ 50人以下を除く 大会社

○　卸売業、小売・サービス業以外の業種

8,000万円
未満

8,000万円
以上

7億円
以上

14億円
以上 20億円

以上7億円
未満

14億円
未満

20億円
未満

・ 5,000万円未満
　又は10人以下 小会社
・ 5,000万円以上
・ 10人以下を除く

中会社
（Ｌ＝0.60）

・ 4 億円以上
・ 30人以下を除く

中会社
（Ｌ＝0.75）

・ 7 億円以上
・ 50人以下を除く

中会社
（Ｌ＝0.90）

・ 10億円以上
・ 50人以下を除く 大会社

（出所）税制調査会関係資料集。

取引金額 取引金額
総資産価額
及び従業員数

総資産価額
及び従業員数

取引金額
総資産価額
及び従業員数

9-117　株式評価方法の体系（原則）（平成12年 4 月 7 日税制調査会基本問題小委員会）

上　場　株　式　等（取　引　価　格　で　評　価）

事　
　

業　
　

の　
　

形　
　

態

（ 

取
引
相
場
の
な
い
株
式 

）

（　

会　

社　

）

大
会
社

中
会
社

小
会
社

（
個
人
）

事 業 用 資 産 （ 資 産 の 種 類 ご と に 評 価 ）

類　　似　　業　　種　　比　　準　　価　　額
※純資産価額を上限とする　　　　

類似業種比準価額と純資産価額との加重平均
※類似業種比準価額のウェイト　　
　　　　　　　　中会社の大　0.90
　　　　　　　　中会社の中　0.75
　　　　　　　　中会社の小　0.60
※純資産価額を上限とする　　　　

（出所）税制調査会関係資料集。

株式評価方法の体系（原則）

純 資 産 価 額
類似業種比準価額と純資産価額との加重平均も可能

※類似業種比準価額のウェイト　0.5



8 　相　続　税　　193

9-118　取引相場のない株式の評価方式（平成12年 4 月 7 日税制調査会基本問題小委員会）

（配当）（利益）（簿価純資産）（調整割合）

Ａ ×
Ⓑ
B ＋

Ⓒ
C ＋ Ⓓ

D
3

× 0.7

Ⓑ、Ⓒ及びⒹは評価会社の1株当たりの金額
B、C及びDは類似業種の1株当たりの金額

（出所）税制調査会関係資料集。 

※

※

＝ －

－－

×0.42

1　類似業種比準方式
取引相場のない株式の評価方法

類似業種
平均株価

評価差額に
対する法人
税等相当額

相続税評価
額による純
資産価額

帳簿価額に
よる純資産
価額

総資産価額
（相評ベース）

負債の
合計額

評価差額に対する
法人税額等相当額

2　純資産価額方式

発　行　済　株　式　数

9-119　  個人事業者の事業承継を巡る問題（「事業承継等に関するアンケート」より） 
（平成11年12月10日税制調査会）

個人事業者の事業承継を巡る問題（「事業承継等に関するアンケート」より）

事業を承継せず

事業を承継 問題なし
問題あり 先代からの借金の返済

競争力・技術力・信用力の低下
相続税の支払
遺産分割を巡る確執
その他

事業を承継せず

積極的転廃業

1．事業承継の有無

2．事業承継時の問題点（事業を承継した者対象）＜複数回答＞

3．事業を承継しなかった理由（事業を承継しなかった者対象）＜複数回答＞

全体［100％］
事業を承継

［8.4％］

1～3年後も事業を継続　［90.9％］ ⇒ 2．へ

⇒ 3．へ

1～3年後に廃業　　　　［ 0.7％］［91.6％］
承継の機会に廃業　　　［ 3.5％］
承継の機会に転業　　　［ 4.9％］

［47.0％］
［48.7％］
［20.8％］
［ 6.6％］
［ 1.0％］
［ 7.1％］

自ら興味ある事業を始めたかった　［36.1％］
すでに勤務者となっていた　　　　［13.9％］

将来性への不安 事業・地域に将来性・発展性なし　［55.5％］
後継者難・従業員確保難　　　　　［16.6％］

その他 相続税の支払が負担　　　　　　　［　0％］
その他　　　　　　　　　　　　　［ 8.4％］

無回答 ［13.9％］
（注）関東・甲信越地域の個人企業（国民生活金融公庫取引先）が対象
（資料）「事業承継等に関するアンケート（平成11年10月実施）（国民生活金融公庫総合研究所）より作成
（出所）税制調査会関係資料集。
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9-120　  取引相場のない株式の評価方法の改正（平成12年 4 月 7 日税制調査会基本問題小委員会）
取引相場のない株式の評価方法の改正
1．類似業種比準方式の改正
＜現　行＞
　類似業種比準株価

　×
配当比準値＋利益比準値＋純資産（簿価）比準値

3
　×斟酌率
　※　斟酌率＝0.7（一律）
＜改正案＞
　類似業種比準株価

　×
配当比準値＋3×利益比準値＋純資産（簿価）比準値

3
　×斟酌率
　※　斟酌率＝0.5（小会社）
　　　　　　＝0.6（中会社）
　　　　　　＝0.7（大会社）
　　（注 ）利益比準値がゼロの場合には、分母を

3とする。
2．小会社の従業員基準の引下げ
＜現　行＞
　会社規模区分の判定要素のうち小会社の従業員
数基準は10人以下
＜改正案＞
　従業員数基準につき10人以下 ⇒ 5 人以下
　  （これに伴い、小会社の一部 ⇒ 中会社の小）
3  ．いわゆる 2要素ゼロの会社の評価方法の改正
＜現　行＞
　配当、利益、純資産（簿価）のうち、いずれか

2要素が 3期（純資産については 2期）連続ゼロ
の場合には、いずれの規模の会社も類似業種比準
方式の利用は不可（純資産価額方式による評価）
＜改正案＞
　  類似業種比準方式の利用不可  
⇒   類似業種比準方式と純資産価額方式の併用
　　　  （類似業種比準方式のウェイトは会社の規模

にかかわらず25％）可能
　（注 ） 3 要素がゼロの場合は、純資産価額方式

による。
○ 　上記改正は平成12年分の相続税・贈与税から
適用する予定

【評価方法の改正のイメージ】
会社区分

項目 小会社 中　会　社 大会社小 中 大
類似業種比準
方式のウェイ
ト（Lの割合）

50％ 60％ 75％ 90％ 100％

斟　酌　率 0.7
⇩

会社区分
項目 小会社 中　会　社 大会社小 中 大
類似業種比準
方式のウェイ
ト（Lの割合）

50％ 60％ 75％ 90％ 100％

斟　酌　率 0.5 0.6 0.7
（出所）税制調査会関係資料集。

9-121　贈与税の課税方式の類型（平成12年 7 月税制調査会）
贈与税の課税方式の類型

課税方法の概要 特色

一生累積 
課　　税

○ 　一生にわたる贈与を累積し、相続と合わせて
課税

　・ 　各年ごとに累積贈与額に対する税額を納付
（過年分納付額は税額控除）

　・　相続においては、納付贈与税額を控除
　［例：アメリカ］

○ 　基本的には、生前贈与を行っても、
すべてを相続しても合計税負担額は
変わらない。
○ 　一生にわたる贈与を管理する必要
があるため、比較的執行が困難。

一定期間 
累積課税

○　一定期間にわたる贈与を累積して課税
　・ 　各年ごとに過去一定期間内の累積贈与額に
対する税額を納付（過年分納付額は税額控除）

　・ 　相続前一定期間内の贈与は、同様に累積し
て相続と合わせて課税する方式あり

　［例：イギリス、フランス、ドイツ］

○ 　生前贈与と相続との間での中立性
はある程度確保されるが、完全では
ない。
○ 　税務執行は、一生累積課税方式ほ
ど困難ではない。

暦年課税
○　暦年ごとにその年中の贈与を合計して課税
　・ 　相続前一定期間内の贈与は、例外的に累積
して相続と合わせて課税する方式あり

　［例：日本］

○ 　生前贈与による租税回避を防止す
るため、贈与税負担を相続税負担よ
り重くする必要。
○　税務執行は最も容易。

（出所）税制調査会「わが国税制の現状と課題―21世紀に向けた国民の参加と選択―」（平成12年 7月14日）。
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9-122　主要諸外国の相続税の負担率（平成11年10月15日税制調査会）

日本

ドイツ

フランス

20.015.010.0
［課　税　価　格］ （億円）

5.00.0

（％）

主要諸外国の相続税の負担率

（出所）税制調査会関係資料集。
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諸
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に
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の
概
要
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課
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取
得
課
税
方
式

課
税

客
体

相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り

取
得
し
た
財
産

被
相
続
人
の
死
亡
時
に
そ

の
所
有
に
属
し
て
い
た
す

べ
て
の
財
産

被
相
続
人
の
死
亡
時
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取
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産

納
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者
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続
人
又
は
受
遺
者

遺
言
執
行
者
又
は
遺
産
管

理
人

遺
言
執
行
者
又
は
遺
産
管

理
人

相
続
人
又
は
受
遺
者

相
続
人
又
は
受
遺
者

課
税
最
低
限

（
配
偶
者
と
子
3
人
）

9,0
00
万
円

1
億
5,3
40
万
円

8,8
70
万
円

1
億
6,0
80
万
円

3,6
00
万
円

（
　
　
子
3
人
　
　
）

8,0
00
万
円

　
　
7,6
70
万
円

4,4
35
万
円

　
　
8,0
40
万
円

1,8
00
万
円

最
低

税
率

1 0
％

（
18
％
）

37
％

40
％

7
％

5
％

最
高

税
率

70
％

55
％ ＋ （ 5％
）

55
％

30
％

40
％

税
率
の
刻
み
数

9
（
17
）

8
1

7
7

（
備
考
）
1
　
  課
税
最
低
限
は
、
相
続
人
が
配
偶
者
と
子
3
人
の
場
合
は
、
配
偶
者
が
遺
産
の
1
／
2
、
子
が
残
り
の
資
産
を
均
等
に
取
得
し
た
場
合
の
額
で
、
相
続

人
が
子
3
人
の
場
合
は
、
子
が
遺
産
を
均
等
に
取
得
し
た
場
合
の
額
で
あ
る
。

　
 　
　
2
　
  ア
メ
リ
カ
は
税
額
控
除
方
式
を
採
用
し
て
い
る
た
め
、
算
出
さ
れ
る
税
額
が
統
合
税
額
控
除
（
21
.13
万
ド
ル
≒
2,4
93
万
円
）
相
当
額
以
下
と
な
る
遺
産

額
（
65
万
ド
ル
＝
7,6
70
万
円
）
以
下
に
適
用
さ
れ
る
税
率
（
18
％
～
34
％
）
は
、
結
果
と
し
て
最
終
的
な
税
額
に
は
反
映
さ
れ
な
い
。
ま
た
、
遺
産
の

う
ち
1,0
00
万
ド
ル
超
、
1,7
18
.4万
ド
ル
以
下
（
≒
11
.8億
円
超
、
20
.3億
円
以
下
）
の
部
分
に
つ
い
て
は
、
55
％
の
超
過
累
進
税
率
に
5
％
の
税
率
が
加

わ
り
、
そ
の
部
分
の
税
率
は
合
計
60
％
に
な
る
。

　
 　
　
3
　
  ド
イ
ツ
の
税
率
は
、
第
1
階
級
（
配
偶
者
及
び
子
女
等
）
の
税
率
に
よ
り
、
フ
ラ
ン
ス
の
税
率
は
、
配
偶
者
及
び
直
系
血
族
の
税
率
に
よ
っ
た
。
そ
の

他
の
相
続
人
を
考
慮
す
る
と
最
高
税
率
は
、
ド
イ
ツ
50
%
、
フ
ラ
ン
ス
60
％
で
あ
る
。
な
お
、
ド
イ
ツ
は
、
単
純
累
進
税
率
で
あ
る
。

　
 　
　
4
　
邦
貨
換
算
は
、
次
の
率
に
よ
る
。

　
　
 　
　
　
1
ド
ル
＝
11
8円
、
1
ポ
ン
ド
＝
19
2円
、
1
マ
ル
ク
67
円
、
1
フ
ラ
ン
＝
20
円

（
出
所
）
税
制
調
査
会
関
係
資
料
集
。



8 　相　続　税　　197
9
-1
2
4
　
主
要
国
に
お
け
る
相
続
税
・
贈
与
税
の
基
本
的
仕
組
み
（
平
成
12
年
4
月
7
日
税
制
調
査
会
）

主
要
国
に
お
け
る
相
続
税
・
贈
与
税
の
基
本
的
仕
組
み

未
定
稿

日
　
　
　
　
　
本

ア
　
メ
　
リ
　
カ

イ
　
ギ
　
リ
　
ス

ド
　
　
イ
　
　
ツ

フ
　
ラ
　
ン
　
ス

相
続
税
の

課
税
方
式

遺
産
取
得
課
税
方
式

（
法
定
相
続
分
課
税
）

遺
産
課
税
方
式

遺
産
課
税
方
式

遺
産
取
得
課
税
方
式

遺
産
取
得
課
税
方
式

納
税
義
務
者

相
続
人
／
受
贈
者

遺
言
執
行
人
／
贈
与
者

遺
言
執
行
人
／
贈
与
者

相
続
人
／
受
贈
者

相
続
人
／
受
贈
者

贈
与
税
の
課

税
方
法
／

相
続
税
と
の

関
係

・
暦
年
毎
に
課
税

・
 相
続
前
3
年
以
内
の
被
相

続
人
か
ら
の
贈
与
は
相
続

財
産
と
合
わ
せ
て
課
税

（
贈
与
税
額
は
控
除
）

・
 贈
与
毎
に
過
年
分
の
贈
与

を
累
積
し
て
課
税
（
過
去

の
贈
与
税
額
は
控
除
）

・
 生
涯
に
わ
た
る
贈
与
を
累

積
し
て
、
遺
産
と
合
わ
せ

て
課
税
（
贈
与
税
額
は
控

除
）

・
 過
去
7
年
以
内
の
贈
与
を

累
積
し
て
課
税
（
過
去
の

贈
与
税
額
は
控
除
し
な
い
）

・
 相
続
前
7
年
以
内
の
贈
与

を
累
積
し
、
遺
産
と
合
わ

せ
て
課
税
（
贈
与
税
額
は

控
除
し
な
い
が
、
贈
与
か

ら
相
続
ま
で
の
期
間
に
応

じ
て
遺
産
税
額
を
逓
減
）

・
 過
去
10
年
以
内
の
贈
与
を
累

積
し
て
課
税
（
過
去
の
贈
与

税
額
は
控
除
）

・
 相
続
前
10
年
以
内
の
贈
与
を

累
積
し
、
相
続
財
産
と
合
わ

せ
て
課
税
（
贈
与
税
額
は
控

除
）

・
 過
去
10
年
以
内
の
贈
与
を
累
積
し

て
課
税
（
過
去
の
贈
与
税
額
は
控

除
）

・
 相
続
前
10
年
以
内
の
贈
与
を
累
積

し
、
相
続
財
産
と
合
わ
せ
て
課
税

（
贈
与
税
額
は
控
除
）

基
礎
控
除

〈
相
続
税
〉

5,0
00
万
円
＋
1,0
00
万
円
×

法
定
相
続
人
数
/被
相
続
人

〈
贈
与
税
〉

年
間
60
万
円
/受
贈
者

※
 配
偶
者
に
つ
い
て
は
、
法

定
相
続
分
又
は
1
億

6,0
00
万
円
の
い
ず
れ
か

大
き
い
金
額
に
対
応
す
る

税
額
ま
で
は
税
額
控
除

〈
遺
産
税
・
贈
与
税（
共
通
）〉

22
0,
55
0
ド
ル
/被
相
続
人

（
税
額
控
除
）

※
 贈
与
に
つ
い
て
は
、
年
間

10
,00
0ド
ル
/受
贈
者
の

基
礎
控
除
も
あ
り

※
 配
偶
者
へ
の
財
産
の
移
転

は
非
課
税

〈
相
続
税
〉

22
3,0
00
ポ
ン
ド
/被
相
続
人

〈
贈
与
税
〉

年
間
3,0
00
ポ
ン
ド
/贈
与
者

※
 配
偶
者
へ
の
財
産
の
移
転

は
非
課
税

〈
相
続
税
・
贈
与
税（
共
通
）〉

配
偶
者
：
60
0,0
00
マ
ル
ク

　
　
　
　
/相
続
人

子
　
女
：
40
0,0
00
マ
ル
ク

　
　
　
/相
続
人

そ
の
他
：
  10
,00
0～
10
0,0
00
マ

ル
ク
/相
続
人

※
 相
続
に
つ
い
て
は
、
別
に
、

50
0,0
00
マ
ル
ク
の
配
偶
者

控
除
あ
り

〈
相
続
税
〉

配
偶
者
：
40
0,0
00
フ
ラ
ン

　
　
　
　
/相
続
人

子
　
女
：
30
0,0
00
フ
ラ
ン
/相
続
人

独
身
の
兄
弟
姉
妹
等
：

　
　
　
10
0,0
00
フ
ラ
ン
/相
続
人

そ
の
他
：
10
,00
0フ
ラ
ン
/相
続
人

〈
贈
与
税
〉

配
偶
者
：
40
0,0
00
フ
ラ
ン
/受
贈
者

そ
の
他
：
基
礎
控
除
な
し

税
　
率

〈
相
続
税
〉

　
10
％
～
70
％
（
9
段
階
）

〈
贈
与
税
〉

　
10
％
～
70
％
（
13
段
階
）

〈
遺
産
税
・
贈
与
税（
共
通
）〉

37
％
（
18
％
）～
55
％
（
55

＋
5
％
）

（
8
（
17
）
段
階
）

※
 税
額
控
除
方
式
を
採
用
し

て
い
る
た
め
、
37
％
よ
り

低
い
税
率
区
分
は
、
最
終

的
な
税
額
に
反
映
さ
れ
な

い
。

※
 1,0
00
万
ド
ル
～
1,7
18
.4
万

ド
ル
の
部
分
に
つ
い
て
は
、

60
％
の
税
率
が
適
用

〈
相
続
税
〉

　
　
　
40
％
（
単
一
）

〈
贈
与
税
〉

　
　
　
20
％
（
単
一
）

〈
相
続
税
・
贈
与
税（
共
通
）〉

配
偶
者
・
子
女
：
 7
％
～
30
％

（
7
段
階
）

※
 被
相
続
人
と
の
続
柄
の
親
疎

に
よ
り
3
種
類
の
税
率
表
あ

り
（
最
高
50
％
）

〈
相
続
税
・
贈
与
税
（
共
通
）〉

配
偶
者
：
5
％
～
40
％
（
7
段
階
）

子
　
女
：
5
％
～
40
％
（
7
段
階
）

※
 被
相
続
人
と
の
続
柄
の
親
疎
に
よ

り
5
種
類
の
税
率
表
あ
り
（
最
高

60
％
）

※
 贈
与
税
に
つ
い
て
は
、
贈
与
者
の

年
齢
が
75
歳
未
満
の
場
合
は
軽
減

税
率
あ
り

（
注
）
イ
ギ
リ
ス
に
お
い
て
遺
産
と
合
わ
せ
て
課
税
さ
れ
る
贈
与
の
対
象
は
、
贈
与
税
の
課
税
対
象
よ
り
も
広
い
。

（
出
所
）
税
制
調
査
会
関
係
資
料
集
。




	平成財政史_第9巻 191
	平成財政史_第9巻 192
	平成財政史_第9巻 193
	平成財政史_第9巻 194
	平成財政史_第9巻 195
	平成財政史_第9巻 196
	平成財政史_第9巻 197
	平成財政史_第9巻 198



